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はじめに

2011 年 3 月に発生した東日本大震災では、人々の生活の基盤となる住宅や地

域社会が極めて大きな被害を被り、とりわけ津波による被害の甚大さから、そ

の復興に向けて、津波災害に強いまちづくりの重要性が指摘され、昨年 12 月に

は「津波防災地域づくりに関する法律」が制定されています。

一方、津波による被害の大きさには及びませんが、地震の揺れや震動により、

住宅・建築物やその地盤にも大きな被害を生じており、また、都市の様々な機

能に対する障害がもたらされています。

地震国の我が国では、従来から、地震に強い住まいづくりやまちづくりのた

めの様々な施策が進められてきていますが、こうした東日本大震災の経験を踏

まえ、一層安全な住宅や都市・地域づくりへ向けて様々なレベルでの新たな動

きがみられます。

そこで、本資料では、これらの地震に強い住まいづくり・まちづくりに関す

る最近の動向について、特に東日本大震災以降の国や地方公共団体の状況を中

心に調査、整理を行っています。本資料が今後の地震対策の一層の充実に向け

た検討への一助となれば幸いです。
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